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2.1.1 操業・回収技術等の技術オプションの実証、閉鎖技術の実証

2.1.2 坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化

　(1)坑道スケール～ピットスケールでの調査・設計・評価技術の体系化

　(2)先行ボーリングによる地質環境特性調査ならびに工学的対策を考慮
　　 した地下施設および人工バリアの設計・評価技術の体系化

　(3)多連接坑道を考慮した湧水抑制対策技術および処分孔支保技術の
　　 整備、緩衝材流出・侵入現象評価手法および抑制対策技術の整備

　(4)廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要となる情報の整理

3.1.1 地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握

3.1.2 地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化

本資料は現段階で想定するスケジュールであり、年度ごとに得られた研究成果を評価し見直していきます。 個別の要素技術の課題については、期間の前半で実施し、後半は体系化して取り組む課題（2.1.2）に統合して実施する。

2.1.2を実施する中で、情報の不足等があった場合に追加で試験や解析を実施する。実施する場合には年度当初に示す計画書にて記載する。

3.1 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化

3.2 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

1.2 物質移行試験

2．処分概念オプションの実証

2.1 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験

2.2 高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア性能確認試験

3.地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

第3期中長期目標期間 第4期中長期目標期間

1．実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

1.1 人工バリア性能確認試験

・深度に応じた堆積岩の水理・物質移行特性の違いの実証

・掘削損傷領域や人工バリア/処分坑道の設計（仕様やレイアウトなど）も考慮した閉じ込め性能の

評価手法の整理

解体試験のデータ取得、連成モデルの適用性確認

・廃棄体設置の判断や間隔の設定に必要なピット周辺の割れ目からの湧水量や 掘削損傷領域の

広がりなどの調査・評価手法について、他の堆積岩との比較による体系的整理

・複数の坑道やピットを施工する際の湧水抑制対策や支保技術の整備

・緩衝材の流出現象や岩盤への侵入現象を評価・抑制する技術の整備

・人工バリアを定置するピットの配置位置や坑道の間隔を設計するための調査・設計・評価の一連の

技術の体系化

・高地圧下での坑道掘削や、実規模スケールでの埋め戻し/止水プラグの設計から施工までの一連の

技術の実証

浸潤時・減熱時のデータ取得、連成モデルの適用性確認

国際プロジェクトにおける解析コード間の比較検証、改良・高度化

掘削影響領域での物質移行に関するデータ取得

有機物、微生物、コロイドの影響を考慮した物質移行試験、等

搬送定置・回収技術、閉鎖技術の実証

100℃超の際にニアフィールドにおいて発生する現象の整理

国際プロジェクト情報の収集・整理、等

数十㎝の幅の断層を対象とした水圧擾乱試験

断層の活動性評価手法の整備、等

地下水の流れが非常に遅い領域（化石海水領域）の調査・評価技術の検証、等

人工バリアの緩衝材や坑道埋め戻し材が掘削影響領域の力学的・水理学的

な緩衝能力に与える影響を把握する解析手法の開発
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処分場の選定プロセスと幌延深地層研究センターの関係
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









第6回特定放射性廃棄物小委員会 (2025年4月25日)*3

■ 最終処分に関する最新の取組状況について<処分地制定プロセスについて>

議事概要の抜粋

 再び選定プロセスを見直す局面ではないか。国は早期に新たな方向性を提案するべき。
 既に調査を受け入れているところに対しては敬意ある対応が必要。
 国が主導的に働きかけることに関する自治体の意見は重い。
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*1 韓国原子力環境公団, *2 高レベル放射性廃棄物の最終処分場のサイト選定に関する法律, *3 連邦放射性廃棄物機関, *4 放射性廃棄物管理共同組合
出典：原子力環境整備促進・資金管理センター，World Nuclear News の各Webサイト

<フィンランド> キャニスタ封入施設における試運転が終了 (2025年03月05日)

 使用済燃料の最終処分場の試運転（試験操業）のうち、地上のキャニスタ封入施設における試験が終了。
 計5本のキャニスタを地下430mに搬送。うち1本を地上まで逆搬送する回収試験も無事に完了。

<韓国> 高レベル放射性廃棄物管理特別法が成立 (2025年03月07日)

 韓国で初めて、使用済燃料を含む高レベル放射性廃棄物の管理と処分の方針が法制化。
 高レベル放射性廃棄物管理委員会の設置と、管理事業者がKORAD*1であること等を定める。

<ドイツ> 処分場サイト選定スケジュール短縮の検討 (2025年03月26日)

 サイト選定法*2に基づいて実施主体であるBGE*3が進めるサイト選定スケジュールの短縮案の公表
 サイト提案から確定までの時間を、土地利用手続き簡素化やサイト選定の第2・3段階の統合等により短縮。

<アメリカ> 高レベル放射性廃棄物管理に関連する大統領令へ署名 (2025年06月02日)

 「原子力産業基盤の再活性化」第3条では、核燃料サイクルの強化のための関連報告書の提出を求める。
 長期的な核燃料サイクルを確立するための核燃料サイクルの開発及び導入をサポートするための政策等。

<スイス> NAGRA*4が地層処分場プロジェクトの概要承認申請書を公表(2025年06月26日)

 地層処分場プロジェクトに関する最初の許認可手続きとなる「概要承認」について、申請書を公表。
 広範な社会的議論が必要となるため、文書を公表して、議論を促進したいとの考え。

<フランス> 処分場の設置許可申請書の技術審査 第3段階結果公表 (2025年07月24日)

 3つの課題のうち「閉鎖後の安全評価」の結果を公表。
 設置許可申請の段階に必要な成熟度に達しているとの評価の一方、知識の拡充の継続が必要との指摘。
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